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わが国において，災害時における情報伝達・情報行動というテーマが社会学・

社会心理学的見地から組織的に研究されはじめたのは，1970年代後半からであ

ろう．東京大学新聞研究所「災害と情報」研究班（1978）や柳田（1978）など

が，すでにこの時期に発表されている．当時の関心としては前災害期における

地震予知情報（東海地震説にもとづく警戒宣言の発令手順）と住民の反応，発災

直前期における警報と避難行動，発災直後期における流言蜚語研究などがあげ

られる．これらは正確かつ迅速に内容を伝えるという実践的課題とともに，流

言研究の災害時への適用といった学問的関心も含んでいた．

1980年代の研究の到達点としては，東京大学新聞研究所（1986）があげられ

る．廣井（1991）も主として1980年代の研究成果をまとめたものである．ここ

にいたって住民の情報受容過程や対応行動はもとより，組織内，組織間，組織

－住民，住民間という4つのレベルにおける緊急事態下の情報伝達・情報行動

が取り上げられることとなった．

しかし，阪神・淡路大震災はなお欠落していた研究領域を私たちに明示した．

第�部を構成する論文に端的にそれが示されているといえる．その第1は，被

災規模が広域かつ激甚である場合の状況定義情報の収集・伝達システムの問題

である．現状では被災地内の対応ユニットに急変状況のモニタリングを任せて

いる体制であるため，状況把握が大幅に遅れ，中央政府の危機管理能力の問題

として取りざたされたことは周知であろう．第1章「阪神・淡路大震災におけ

る初動情報」（中森）では状況定義にかかわる情報を「初動情報」と位置づけ，

被災地外のキー局を中心としたマスメディアでさえ脆弱な情報収集体制である

ことを示し，加えて「震度」という一種の被害情報に初動が依存することの問

題を指摘している．

第2は生活情報である．従来「組織－住民」レベルの情報問題は警報伝達や

避難勧告に限られていたといえる．生活情報は「避難後」に時間局面が移行し

た後の課題だが，この震災まで本格的に取り上げられることはなかったといっ

てよい．第2章「災害情報と住民の反応」（野田）では，マスメディアは在宅者

のメディアであり，避難所など自宅を離れた人びとにとっては口コミや掲示板

に依存せざるをえなかったことが示されている．その結果，在宅者は復旧過程
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の全体の様子はわかるが近所のディテール情報の受容が遅れ，家を離れた人た

ちはその逆の傾向となっていたようである．高齢層ほどマスメディアから情報

を得ていないという傾向も指摘している．また，既存メディアの提供する生活

情報には質・量ともに限界があり，地域密着型生活情報の不足を補完する創発

的なチャネルが多数登場したことが示されている．

既存研究領域でも多くの成果がみられた．その一例として，第3章「＜被災

者＞というカテゴリーをめぐるマスメディアの『物語』構造」（遠藤）は，マ

スメディアによる被災報道が「試練を乗り越え希望を抱こう」というステレオ

タイプ化した「物語」を提供したという点では，従来からの指摘をこの震災で

も裏付けたという位置にある．しかし従来の研究では，防災的見地からではな

くジャーナリズム的見地から形成された災害イメージであること，それが社会

全体のイメージ形成に影響を与え，パニックが自己成熟予言になりうるといっ

た問題性を指摘する理論だったのにたいし，本論では，「物語」の提供自体は，

生への意味づけを提供するマスコミの重要な役割であるとする点に特色がある．

問題は，ただ1種類の「被災者」にしか「物語」を提供しなかったことであり，

多様な「物語」を創出することが必要だとしている．その他の多くの注目すべ

き研究に一つひとつふれることは紙幅の都合で不可能だが，以下に氷山の一角

にすぎないが示しておく．まず，マスメディアについては『放送学研究』46が

特集を組んでいる．そのなかでも阪神・淡路大震災に焦点を絞ったものとして

小田（1996），山本（1996），平塚（1996），津金澤（1996）などがある．行政と

生活情報に関して廣井（1995），携帯電話について中村・廣井（1996），市民レ

ベルのメディア活動について奥野（1996），2次的資料分析による評価としては

菊池（1995），被災地からのまとまった提言として兵庫ニューメディア推進協

議会（1996），干川（1996）などもある．インターネット上にも厖大なものがあ

るが，復興関連のリンク集であるhttp : //web.kyoto－inet.or.jp/org/gakugei/link/01

kobe.htmと情報ボランティアに関するhttp : //www.jeton.or.jp/users/kanada/shinsai/

の2例を示すにとどめる（1998年9月現在）．

最後に今後の課題をひとつ示すとすれば，緊急時における情報行動の過程的

研究が急務であるという点である．住民は異常状況をいかに迅速に定義できる
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か，状況にたいして適合的な行為のレパートリーをほとんどもたないなかでい

かに行為形成が可能なのか，つまり，日常の情報行動を支えるシステムが寸断

しているなか，日常では意識されたことのない類の情報（水，風呂，トイレ…

…）を，不慣れなチャネルを探索し，場合によっては，避難所で偶然隣り合っ

た人とのコミュニケーションのなかから「情報」として確定させる作業を自ら

が行うという独特の過程である．
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